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Field Eye

§ ドイツ版「守破離」の思想？ 

Ⅰ．LMU（ミュンヘン大学）の歴史

前回の続きとして，LMU での留学生活に話題を切
り替えたいと思う。LMU は伝統的に法学研究に強い
大学である。労働法の分野でも，多くの者が LMU で
学び，あるいは教鞭をとってきた。代表的な人物とし
て，Philipp Lotmar（1876 年に LMU で教授資格を取
得），Hugo Sinzheimer（1894-95 年頃に LMU で学ぶ
機会があったようだ），Alfred Hueck（1936-58 年ま
で LMU で正教授職に就く）を挙げておきたい（三者
について，詳しくは，久保敬治『フーゴ・ジンツハイ
マーとドイツ労働法』（信山社，1998 年）を参照され
たい）。その後の世代では，Hueck 門下の Wolfgang 
Zöllner，Herbert Wiedemann，Reinhard Richardi ら
がいる。今なお，「学派 Schule」の伝統が残っている
のかは定かではないし，現在，LMU にいる労働法の
教授らが先人たちの直系の弟子に当たるのか否かを筆
者はよく知らないが，LMU に所縁ある労働法学者を
知っておくことは無駄ではないだろう。

さて，表題通り，LMU の歴史についてである。同
大学は，1472 年にバイエルン・ランツフート公であ
ったルートヴィヒ 9 世によって設立された。当初はイ
ンゴルシュタットに設立されたようであるが，その
後，ランツフートへの移転を経て，1826 年にミュン
ヘンに移転した。1802 年にインゴルシュタットから
ランツフートへの大学移転を祝う行事が行われ，そ
の際に，創設者のルートヴィヒ 9 世とこの移転計画
を実現させた当時のバイエルン選帝侯マクシミリア
ン 4 世ヨーゼフにちなんで，大学名が現在の Ludwig-

Maximilians-Universität（LMU）に変更された（こ
のあたりの歴史については，LMU の HP で確認する
ことが出来る）。

大学の長い歴史の中でも特に有名なのは，ショル兄
妹によるナチへの抵抗運動「白バラ運動」であろう。
ショル兄妹がナチ体制に対する批判を記したビラを撒
いた LMU の講義棟には，彼らの銅像と白いバラが今
なお飾られており，資料室も設置されている。法学部
棟はこの講義棟に面しており，これらが LMU のいわ
ば「一丁目一番地」であるが，両棟の前に広がる広場
は「ショル兄妹広場（Geschwister Scholl Platz）」と

「フーバー教授広場（Prof. Huber Platz）」と呼ばれて
いる。フーバー教授も白バラ運動と共にナチ体制との
戦いに身を捧げた一人である。この「一丁目一番地」
の名称からも，LMU が白バラ運動という歴史的な出
来事をどれほどまでに重要視しているのかを窺い知る
ことができる。

また，講義棟に隣接する図書館棟の外壁は第二次世
界大戦時のままであり，「過去の歴史を忘れないよう
に」との説明書きと共に当時の市内戦の弾痕が残され
ている。これもドイツの苦い過去への向き合い方を示
す重要な資料であろう。

Ⅱ．LL.M. コースでの学び

１．ダブル，いや，トリプルスタンダード？
筆者が在籍する LMU の LL.M. コースについて説明

したい。LMU の法学部には，正規コース（主に，学
部修了→司法試験合格→法曹・研究者としてのキャリ
アというステップを考える学生が学ぶコース）の他
に，2 つの LL.M. コースがある。1 つは経済法のため
の LL.M. で，もう１つが筆者の属する「ドイツ法の
基礎を学ぶための外国人向けの LL.M.」である。

正規コースと LL.M. コースには大きな違いがある。
正規コースは司法試験を前提にしており，学生は憲・
民・刑等の基幹科目はもちろん，各自の関心から選択
した重点科目も網羅的に勉強しなければならない。

他方，LL.M. コースは司法試験受験を前提とせず，
受講者の動機は様々なものである。LL.M. には，ドイ
ツでのビジネス展開を狙う他の EU 加盟国の実務家，
企業や公的機関で働きながらキャリアアップを目指す
者，将来的にドイツでの博士号取得を目指す外国人院
生等が在籍する。ちなみに，LMU の場合，外国人が
法学博士号を取得するためには，まずは LL.M. で一
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定以上の成績を収めなければならない。必須科目も正
規コースとは異なる。その意味で，LL.M. は正規コー
スと比べれば「ダブルスタンダード」的な存在なのだ
ろう。

さらに，LL.M. の中でも差異がある。経済法のため
の LL.M. コースは憲・民・刑の基礎知識があること
を前提にしており，それらの受講は不要である。その
代わり，EU 法や経済法，租税法，知財法の履修が必
須である。このコースにはドイツ人学生も在籍する。
他方，ドイツ法の基礎コースは基礎知識の修得を主
眼としており，必修科目も少ない。原則として，憲・
民・刑の 3 科目のみの受講で良い。また，憲・民・
刑の講義は正規学生のそれとは別口であり，「外国人
LL.M. 学生のためだけの」講義がある。そのため，む
しろ，①正規コース，②経済法の LL.M.，③ドイツ法
の基礎の LL.M. という「トリプルスタンダード」と
呼ぶ方が正確なのかもしれない。③に属する筆者とし
ては，①・②の学生との関わりの中で肩身の狭さを覚
えることもある。

２．「守破離」の思想？
それでも，上記③グループの学生も正規学生向けの

講義を自由に聴けるし，③グループ向けの講義の大半
は LMU の正教授が担当しており，日々多くのことを
学んでいる。どの講義に出席しても，思うことはいつ
も一つだ。ここでも，日本でいうところの「守破離」
の思想が徹底されているのだ，と。

ａ）「守」：Gutachtenstil（鑑定意見方式）の徹底
講義やチューター授業のどれに参加しても，各講師

が口を揃えて言うのは，「試験では Gutachtenstil を絶
対に守れ」である。平たく言えば，ある事例問題の解
決を求められた際に，まずは仮説（「仮に〇〇という
条件が存するならば，××という条文に基づき，△△
という請求権が認められうるであろう」というような
仮説）を立て，その仮説が認められるための前提条件

（法的概念の定義づけとその当てはめ）を細かく検討
しなければならない。前提条件の一部について論争が
あるときには，それを整理しなければならない。手短
な例を挙げれば，労働法の試験で解雇の有効性が問題
になったとする。この場合，「当該解雇が社会的に正
当なものであるか否か（解雇制限法１条参照）」が主
たる論点になるとしても，それを論ずるうえでの前提
条件をも網羅的に指摘しなければならない。つまり，

そもそも当事者間に契約が有効に成立していたのか，
その契約は請負・委任ではなく労働契約であったの
か，解約の意思表示は有効になされたのか，事業所の
人数や労働者の勤続期間からみて，当該事案に解雇制
限法を適用できるのか，その他の手続的要件（事業所
委員会に対する意見聴取や法所定の出訴期間の遵守）
が満たされているのか等も細かく検討しなければ合格
点は得られない。

ｂ）「破」：判例・通説を常に疑え
授業や試験では，ある論点に対する学説の議論状

況の整理を求められる。ただ，「判例・通説によれば
……」というように，判例・通説を無批判に受容する
ことはタブーとされる。ある講師の言葉を借りれば，

「あらゆる学説が対等であり，それぞれの正当性が常
に批判的に検討されなければならない」。そのため，
確かな論拠がある限り，少数説をとることも許され
る。労働法の講義の中で，労働契約に対する消費者契
約法の規制の適用が問題になった際の教授と学生のや
り取りが最も印象的であった。「労働者は消費者か？」
ということが論点になり，迂闊にも，ある学生が「判
例によれば，労働者は消費者といえます」と発言した
ところ，教授が「ではなぜ，その判例は正しいのだ？
労働者は労務給付を提供する者であって，消費者契約
法が想定する典型的な消費者：給付やサービスを受け
る者とは真逆の存在ではないか」と，少し，向きにな
って反論した。恐らくは今日の通説である「労働者＝
消費者」という見解に対して異論を唱え続ける教授の
こだわりが見えた瞬間でもあった。

ｃ）「離」：論文は常に独創的であれ
試験や授業では「守・破」の意識付けが徹底的に行

われるが，論文執筆時には「離」の要素が求められ
る。ある教授曰く，「既存の学説・判例を後追いした
だけの独創性の無い論文に意味はない」らしい。学部
のゼミ論文やトリプルスタンダードの世界でも求め
られることは同じである。筆者としても，ゼミ論や
LL.M. の修論の締切が近づく中，「意味のある」論文
を書かなければ，と頭を抱える今日この頃である。

ごとう・きわむ　中央大学大学院法学研究科博士後期課
程。最近の主な論文に「ドイツにおける労働者類似の者の
ための労働協約の分析」連合総研編（主査：毛塚勝利）『非
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